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はじめに：ブリーフィング
ペーパー発行に当たり
日本でもMaaS（Mobility as a Service）構築を目指
し数多くのプロジェクト（経産省・国交省支援のもの
だけで延べ130以上）が進められているがiii、成果を上
げることは容易ではなく、実装に至ったケースも限ら
れているのが実情である。特に地方部においては、人
口減少・高齢化のみでなく、分散居住や地形的な厳し
さ、慎ましいライフスタイルなどが相まって、モビリテ
ィ事業を持続可能なものとすることは大変なチャレン
ジであるiii。

世界経済フォーラム第四次産業革命日本センター　
モビリティチームは、「地方MaaS」実装による地域の
活性化・住民のQOL向上をテーマに、その可能性とア
プローチを探るべく、自治体の交通診断とその特性に
基づくソリューションの考え方を提示し、さらに地方
MaaSを類型化し重要度の高いキーポイントを提案
してきたivv。

そして2021年度より、MaaS実装のために必要な条
件・要素を見定め、実装に当たって何が必要でどう進
めると良いのかを、実際の現場において検証すべく、広
島県庄原市にて地元の方々のご理解のもと、“データ
を基に大いに議論し、課題を見定め、アジャイルにアク

ションを起こす”ことを目的とした「研究会」を立上げ
活動してきたvi。(独)国立高等専門学校機構呉工業高
等専門学校 神田教授のリードのもと、データ解析未
経験の当センターがあえて解析を行わせていただき、
試行錯誤を繰り返しながら、月１回地元の方と議論し
理解を深めていく、という手作り感満載の活動である。

約１年間の研究会活動を通じて、「地域にとって意味
あるデータと重要性」、「データ利活用を可能にし、地
元の方と協働できる仕組みづくり」、そして「データ利
活用で期待される効用と今後の課題」について有意義
な知見が得られてきたので、今回ブリーフィングペーパ
ーで概略をご紹介したい。様々なデータを活用しなが
ら地域の困りごとを改善し、モビリティを梃子に地域
活性化を実装していくアプローチや重要なファクター
については、プレイブックの形で最終的にまとめること
を計画している。

なお、本ペーパーでは、「人々の行動やモノの動きに係
るデータ全般、移動に閉じず、消費行動・医療・健康・
余暇活動等、利活用可能なデータが共有されている
状態」を「包括的データ」と規定する。
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庄原市「包括的データ
活用による移動・地域
活性化研究会」誕生の
背景

1

高齢化が進む地域ながら、地域の電子通貨カード普
及率が８～９割と極めて高い。その背景は以下。

 – 行政と経済界（商工会）が一体となってカード導
入に取り組んだ。

 – 他地域と離れており、地域内で経済圏が成り立っ
ている。地域内で完結でき、地域に根付きやすい。

当該カードは、商工会が消費決済データを保有し、手
数料収入で再投資を行うなど、地域内循環を実現し
ているが、蓄積されているデータの十分な活用はでき
ていなかった。他方、地域存続への危機感は高まって
おり、日々の移動も含めた課題改善を実践し、地域経
済活性化にもつなげたいという思いが強くあった。

そこで、消費も含めた住民の行動・移動に係るデータ
を活用し、解析を行うことで、課題やアクション・効果
の可視化を図り、実効性ある取組みに繋げる議論の
基盤として「研究会」発足に至った。

包括的データ活用による移動・地域活性化研究会図  1
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包括的データの重要性2

包括的データというと難しいものに聞こえるが、デー
タそのものは地域に色々な形で存在する。また、それ
自体だけを見つめても、どんな価値があるのか見えづ
らく、眠っていることが多い。さらに、それらを使ってデ
ータを解析するとなると、最終的には専門的なシステ
ム知識や費用負担などvii、ハードルを自ら上げてしまい
がちになる。しかし、最近のデータ解析分野では、ビジ
ネスツール（BIツール）を使い、専門知識がなくても、
直観的な手法でデータ解析の第一歩を踏み出すこと
も可能となってきた。

また、図2に示すようにデータ解析を進めるため、まず
はその地域の課題を議論し、それらの課題に近いデー
タはどんなものがあるかを考えることが必要となる。特
に初期段階においては、個人の移動に関するデータは
プライバシー保護の観点から、導入に慎重にならざる
を得ないが、それ以外のありもののデータを活用する
だけでも、移動課題にフォーカスしたハイレベルな議
論は可能である。それらを重ね合わせて包括的データ
とすることで、地域モビリティの課題を見える化できる
ことが分かってきた。

ありもののデータと知りたいことの関係図　（庄原市研究会での検討事例）図  2
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今回の庄原市のデータ活用では下記の２つの事例に
示すように、地域の肌感覚に合わせたナラティブな地
域活性化シナリオをジブンゴトとして議論することで、
地元の熱量が増大し地元の発想でのまちづくり活性
化のアクションが生まれる原動力となることが示され
た。今後人流データ（空間統計データ）を用いて地域

の制限の中での行動を把握し、消費決済データと掛
け合わせることで、地域での潜在的活動ニーズを把握
し、移動手段を提案していきたい。これにより、さらな
る地域活性化に寄与する活動に昇華させたいと考え
ている。

事例１は、庄原市が展開する電子通貨データを用い、課題分析につなげた事例である。行政が進める福祉、移住、観光などの施策
は、住民の高齢化に伴う買い物、介護、子育てなどの個別の生活の問題とは必ずしも一致しない。そこで行政の政策(防災、福祉など
の体質強化、特産などの価値づくり、人口増加策)　と自治振興区固有の住民の行動特長、公共交通の運行情報、地域の意欲など、
消費決済データの見える化を梃子に様々なデータを類型化することで、各地区の実態に即した議論ができる場を作ることができた。

事例  1

解析対象の変化　~スーパーから自治振興区へ~

スーパーから自治振興区へ図  3
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事例２は、そのような場において消費決済データ、人口統計データを組み合わせ2030年の人口減少に伴う消費予測から、過疎地域
の活性化の活動につなげた事例である。データが示す危機感を共有し、人口減少の歯止め、娯楽などへの地元住民の消費の活性化、
関係人口、観光による訪問者の消費、地元の林業などの資源から魅力ある商品開発まで行う事業化（第６次産業）などの目標を実態
に合った対策を提案することで、議論の熱量が増大し、アクションにつなげていくエネルギーを過疎の町に生み出すことができた。

事例  2

2030年シミュレーションのジブンゴト化

2030年シミュレーションのジブンゴト化図  4
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シミュレーション結果が肌感覚と合ったこ
とで、課題がジブンゴト化され議論が活発化
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包括的データ利活用を可
能にする仕組みづくり

3

オープンでフラットな組織体制

包括的データの利活用により、地域の抱える課題
を解決するには、その課題に問題意識を持ち、解
決したいという熱意のある人を集めることが重要
である。同じ問題意識を持ち、熱意のある人々が
集まって議論し、実現可能性に縛られず自由にア
イデアを出し合うことで、解決の糸口を見付けてい
く。その際には、地域のコミュニティが機能してい
ることが望ましい。どの地域でも日々の「困りごと」
を感じている人はいる。その困りごとを解決したい
と思う人たちが集まってアイデアを出し合うこと
が、解決に向けた第一歩であり、地元に思いを持
っている人たちが梃子となる。

その際のキーワードは「オープン」で「フラット」な
組織の構築である（図５）。

 – 「オープン」とは、所属組織（産官学民いずれで
も）、住んでいる地域（地域外の人も参加可能）、年
齢などを問わず、課題解決したいという「熱意」が
ある人は誰でも参加できることを意味する。また、
より幅広い分野からの参加が望ましい。特に、行政

（自治体）からの参加者は必須である。自由な議
論で熱量を高め、それを広め続けることで、行政な
どを動かすことに繋がっていく。

 – 「フラット」とは、組織自体及び組織内の構造がフ
ラットなことの２点を意味する。

前者の組織自体がフラットとは、組織の位置付け
や根拠を限定せず、また行政の設置している既存
組織などには縛られず、自ら機動的に動ける自由
な組織体であること。

後者の組織内の構造がフラットとは、各参加者が
個人の思いを自由に発言しやすい環境づくりであ
る。交通に関する課題認識が高い人が集まると、
結果的には行政の既存のMaaS協議会と同じメン
バーになる可能性はあるが、その場合であっても、
例えば、各人は各自の所属する組織の代表として
参加するのではなく、課題認識のある一個人とし
て参加することで、自由な発言を促しやすくなる。

3.1

オープンでフラットな組織の構築（イメージ図）図  5
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オープン; 産官学民の多様な分野から、
熱意がある人は誰でも参加

フラット; 自ら機動的に動ける組織とし、
自由に発言�しやすい環境づくり
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持続的に発展可能な運営アプローチ

参加メンバー間の包括的データの共有・利活用に
当たっては、トラストビルディングが欠かせない。ま
ずは、共通の課題意識を持つメンバーが集まり、「
顔合わせ・お試しの場」として活動を始め、徐々に「
信用を醸成」する。さらには、醸成された信用に基
づき、実証・実装活動等のアクションを協働実施
することにより、トラストを深化させていく。

トラストの初期段階では、オープンでフラットな組
織体で自然発生的に自由に議論を進めていく一
方、トラストが深化していくと、議論すべき論点が増
えるため、常に核となる論点や道筋を示すことを意
識的に行える組織体であることが重要である。その
際、リード的な機能viiiとコーディネーション的な機
能 を持つメンバーがいることが、取組を加速化す
るために重要である。複数の参加メンバーが意識
的にこうした役割を担えることが望ましく、これらの
メンバーを中心として、さらに議論を進めていく。

また、データ提供者・利用者が安心して議論を行
えるよう、初期段階においてNDA（秘密保持契約）
を締結し、随時遵守状況を確認することが望まし
い。初期段階からからトラストが構築されている場
合は、NDA締結と同時並行で柔軟に深い議論を
進めていくこともあり得る。さらに、トラストのレベ
ルは適宜フィードバックがなされ、やり直しができ
る状態にあることも不可欠であるx。

目指すべき理想の姿としては、参加メンバー間のト
ラストが深まったことにより、地域が一体となるこ
とでムーブメント化し、幅広い層からの自発的参加
とアクションの提案・実行が誘発されることが期
待されるxi。(図６参照)

3.2

既存の交通関連機関・組織の活用についてB O X  1

既存の協議会や検討会の活用も効率的、効果的で
ある。例えば、交通分野であれば、行政の交通計画や
それに基づき設置されたMaaS協議会などの既存組
織が存在している地域もある。その際には、以下の点
を意識することにより、オープンでフラットな仕組み
の構築が可能である。

1. 多様な分野の参加者を取り込むことで、横串を
刺した議論になり、また他分野の施策の検討に
つながる。例えば、交通は都市の重要な構成要
素として、他分野と相互に関連しているため、交

通分野の協議会に、都市計画をはじめ、福祉、教
育など、多様な分野の専門家を巻き込むことも
一案である。

2. 既存組織の上位概念（設置の根拠条文、交通計
画など）を常に意識しつつも、その枠に収まらな
い論点も解決の糸口になる可能性がある。その
ため、各参加者が、個人の思いも含めて自由に発
言しやすい環境づくりを図ることが、新たな変化
を生み出す。
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トラストビルディングとデータ活用を可能にする発展シナリオ図  6
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今後の展望4

活動の今後の展望としては、より多様なデータを用
い、アクションの質・量を共に向上させることである。そ
のためには、アジャイルで実効性の高いPDCAサイク
ルを回すことが必須である。

また、組織運営については、以下3点を可能にするため
「第3者組織」の存在が重要となるxii。

1. 産官学民がデータ・ツールを提供し相互活用xiii

2. 「移動・交通」に閉じず多様な分野と連携・協力
可能な体制

3. 外部の力を活用し“足らざる”を補える機動性

上記の活動を梃子に、外出促進及び移動総量の増大
を実現する上での総合的な対策として、交通以外の
事業者・住民を巻き込んだ共助のネットワーク構築や
拠点活用の検討・実装を計画している。詳細について
は今後発行予定のプレイブックで報告したい。
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